
 

第１２章 その他 

１ 高齢者の雇用の安定 

少子高齢化が急速に進展し人口が減少する中で、経済社会の活力を

維持するため、働く意欲がある高年齢者がその能力を十分に発揮できる

よう、高年齢者が活躍できる環境の整備を目的として、「高年齢者等の雇

用の安定等に関する法律（高年齢者雇用安定法）」が定められています。  

高齢者の安定した雇用の確保促進のため、事業主は、次のような措置

を講じることとされています。 

 

（１）６５歳までの雇用確保（義務） 

労働者の定年制を定める場合、定年年齢は６０歳を下回ってはなりま

せん。また、６５歳までの安定した雇用の確保を図るため、６５歳未満の

定年の定めをしている事業主は、次のいずれかの措置（高齢者雇用確

保措置）を講じなければなりません。措置義務に関する勧告に従わな

い場合、企業名が公表されます。 

なお、この措置は会社の制度を設けるよう求めるものであって、雇用

を義務づけるものではありません。 

 

ア ６５歳までの定年の引上げ 

イ ６５歳までの継続雇用制度の導入（原則、希望者全員が対象※） 

ウ 定年制の廃止 

 
※ イの対象者を労使協定により限定できる仕組みは、平成２５年４月 

１日に廃止されましたが、平成２５年３月３１日までに労使協定により対
象者を限定する基準を定めていた事業主は、年金支給開始年齢以上
の者を対象に、その基準を引き続き利用できます（令和７年３月３１日
まで）。 
 

（２）７０歳までの就業機会の確保（努力義務） 

 ６５歳から７０歳までの就業機会を確保するため、定年を６５歳以上 70

歳未満に定めている事業主及び継続雇用制度（70 歳以上まで引き続

き雇用する制度を除く）を導入している事業主は、「高年齢者就業確保

措置」として、以下のいずれかの措置を講じるよう努めなければなりませ

ん。 

  

           

対処法として以下のようなことが考えられます。自分に合った対応策を考えてみ

ましょう。 

〇心を休める 

いじめやパワーハラスメントにより精神的にダメージを受けたときは、家族や友

人、専門医に相談しましょう。悩んで自分を追いつめたり、無理をしたりしてはいけ

ません。医師から休養を勧められたら、診断書を書いてもらい、まず休むことが大

切です。早めに対応してください。 

〇記録を残す 

いじめが発生した日時、場所、具体的な状況（誰から何を言われたか、その場に

誰がいたか）などを記録しておきましょう。「暴言」には録音などの対応も有効と思

われます。 

〇相談する 

理解のある上司、相談・苦情処理窓口や労働組合等に相談してみましょう。ある

いは、外部の相談機関（労働者支援事務所など）への相談も有効です。 

〇隠さずに公然化する 

できる状況であれば、相手方にはっきり、「あなたのやっていることはいじめだ、

止めて欲しい」と言って、事実を明らかにしましょう。そうすることでいじめを抑制で

きることがあります。ただし、行動を起こす場合は無理をしないことが大切です。 

〇気持ちを切り替える 

職場の辛さに必要以上に落ち込んでしまわないために気持ちの切り替えも必要

です。仕事以外で趣味や楽しい時間を作るなどができると少し気持ちが楽になるこ

ともあります。 

また、勤め続けることが不安になる場合は、就労環境を変えるという方法（配置

転換、転職など）も考えてみてはどうでしょうか。 

〇法的手段をとる 

場合によっては、仮処分や損害賠償請求などを起こすことも考えられますし、い

じめの態様によっては刑事告訴もあり得ます。具体的には弁護士への相談が必要

となります。 

もしも、被害にあったら… 
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